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１．ＬＰガス安全安心向上運動について
（１）運動の概要
都道府県協会が主体となり、各々の計画に基づき以下の目標に向けて取
組みを実施しているところです。
本年度は３年計画の２年目となりますが、近年の事故件数が増加傾向にあ
る 推進を る必 があ ます

主体平成２４年度から３年計画

ることから、一層の推進を図る必要があります。

実施状況報告
（半年ごと）主体

都道府県協会
実施計画策定

全国ＬＰガス
協会

目標

平成２４年度から３年計画 （半年ごと）

各種情報提供

１．死亡事故
ゼロ

２．販売事業者に
起因する事故
ゼロ

３．事故件数
３分の１以下

事業者

ゼロ

事業者事業者

Ｈ２２までの
５年平均
約２２０件の
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対策実施対策実施対策実施３分の１以下



① 供給機器の期限管理の徹底

（２）全Ｌ協からの推奨事項

① 供給機器の期限管理の徹底

② ガス放出防止器またはガス放出防止② ガス放出防止器またはガス放出防止
型高圧ホースの設置促進

③ 業務用施設の事故防止対策の推進
（ＣＯ中毒事故防止等）

④ 未使用ガス栓の誤開放を防止するカ
バー（閉栓カバー）の設置促進

⑤ 自主保安活動チェックシートを活用し
た自己診断の推進た自己診断の推進

⑥ 雪害に起因する事故防止対策の徹底
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⑥ 雪害に起因する事故防止対策の徹底
（雪害のおそれのある地域）



経緯

（３）自主保安活動チェックシートを活用した自己診断の推進について

・平成１６年度から経産省及びＬＰガス安全委員会等において、ＬＰガスの保安水準を維持・向上するための一方策
として評価項目７５点以上の保安優良販売事業者・事業所が対象となる保安功績者表彰制度が発足した。

・一方、当協会(当時は日連)では、平成１６～２１年度まで事故防止対策として、「全国一斉ＬＰガス保安高度化運
動」を実施し その推進を図るため販売業者向けに「保安高度化マニュアル」を作成し その中に上記表彰制度の動」を実施し、その推進を図るため販売業者向けに「保安高度化マニュアル」を作成し、その中に上記表彰制度の
評価項目を掲載し、自社の保安レベルを自己診断するよう推進した。

・その後、この評価項目は表彰対象事業者等への申告用を中心に活用され、自己診断用としての用途は薄れてき
ている状況にある。

・そうした中、経産省より近年事故件数が増加傾向にあることから、事故防止対策の一環として、この評価項目（自
主保安活動チェックシート）を再度活用し、自社の自己診断を実施するよう促されたことなどを受け実施することと
なった。

スキーム

(1) ＬＰガス販売業者の対応
① 都道府県協会を通じて送付した「ＬＰガス消費者保安功績者表彰実施要領」に添付される申告書の評価項目
を活用して 自社の保安レベルを自己診断するを活用して、自社の保安レベルを自己診断する。

② 自己診断結果を踏まえ、自社の保安レベルの更なる向上を図る。
③ 所属の都道府県協会へ同チェックシートを返送する。

(2) 都道府県協会の対応
① 販売業者から返送された同チェックシートを各項目ごとに集計し、自県の保安レベルを把握するとともに今後
の本運動の推進に繋げる。

② 返送された中に７５点以上の販売業者があった場合は、表彰制度（保安優良販売業者）の基準に照らし積極
的に推薦する。

③ ① 自県 集計結果を 月 （金）ま 全 協 報告する
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③ ①の自県の集計結果を８月２３日（金）までに全Ｌ協に報告する。

(3) 全Ｌ協の対応
都道府県協会からの集計結果をとりまとめ、フィードバックする。



実施スキーム（イメージ）

全国ＬＰガス協会自己診断チェック
シートを送付

自己診断の
実施状況を報告

都道府県
ＬＰガス協会

都道府県
ＬＰガス協会

都道府県
ＬＰガス協会 ＬＰガス協会 ＬＰガス協会ＬＰガス協会

販売 販売 販売販売
事業者

販売
事業者

販売
事業者
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（４）平成２４年度ＬＰガス安全安心向上運動の実施状況

［都道府県協会がＨ24.4～Ｈ25.3までに実施した主なもの］

① 販売事業者に起因する事故防止対策

販売店への講習会・・・・・・・・４５協会 ④ 自然災害等

［都道府県協会がＨ24.4 Ｈ25.3までに実施した主なもの］

販売店 講習会 協会
販売店への個別訪問・・・・・・１３協会

② ＣＯ中毒事故防止

④ 自然災害等

販売店への講習会・・・・・・・・１１協会
消費者向けチラシ等配布・・・１２協会
ＣＭ、広告等・・・・・・・・・・・・・・・５協会②

販売店への講習会・・・・・・・・・２５協会
チラシ・パンフシール等配布・・２２協会
ＣＯ検知器の点検・検査・・・・・１２協会

ＣＭ、広告等 ５協会

⑤ その他の取組み

ガス放出防止型高圧ホ ス取付 期限管ＣＯ検知器の点検 検査 １２協会

③ お客さまの不注意による事故防止

販売店への講習会・・・・・・・・・２１協会

ガス放出防止型高圧ホース取付・期限管
理・放置容器回収

販売店への講習会・・・・・・・・・２１協会
展示会、イベント等・・・・・・・・・・９協会
消費者向けチラシ等配布・・・・２４協会
ＣＭ 広告等・・・・・・・・・・・・・・・８協会ＣＭ、広告等 ８協会
閉栓カバー設置促進・・・・・・・・９協会

13



（５）都道府県協会が実施した主な対策の概要
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協会名 独自の主な対策

（６）都道府県協会実施状況一覧表（平成２４年４月～２５年３月）

協会名 独自の主な対策

1 北海道
・販売事業者に起因する事故防止対策
・自然災害対策

・ＣＯ中毒事故防止
・お客さまの不注意による事故防止

2 青森県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・雪害対応

・お客様の不注意による事故防止

・販売事業者に起因する事故防止対策
埋設管事故防 対策

3 秋田県

販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止対策
・自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止

・埋設管事故防止対策
・保安業務規程の再確認
・保安業務受委託状況の確認

販売事業者に起因する事故防止対策
4 岩手県

・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策

・お客様の不注意による事故防止
・埋設管事故防止

5 山形県
・販売事業者に起因する事故防止対策 ・雪害対策

5 山形県
販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

雪害対策
・お客様の不注意による事故防止

6 宮城県
・震災復旧策の推進（対：被災販売事業者）
・防災対策の推進(対：各支部 各地方自治体)6 宮城県 防災対策の推進(対：各支部、各地方自治体)
・法令遵守と期限管理の徹底（対：全販売事業者）

福島県
・販売事業者に起因する事故防止

般消費者等に起因する事故防止7 福島県
販売事業者に起因する事故防止
・ＣＯ中毒事故防止

・一般消費者等に起因する事故防止
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協会名 独自の主な対策

8 栃木県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

・お客様の不注意による事故防止
・防災訓練の実施

9 茨城県
・事故防止対策講習等
・消費者への保安啓発

・ガスメータ等の期限管理の徹底等

・販売事業者(輸送従事者含む)に起因する事故防
止対策 ・お客様の不注意による事故防止

10 千葉県 ・埋設管事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策

・製造事業所(業種支部)の保安対策
・LPガス安全安心向上運動の周知

11 埼玉県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・業務用施設に対する事故防止
・自然災害対策

・お客様の不注意による事故防止
・販売事業者の保安意識向上
・空家及び放置容器対策

12 群馬県
・行政側との防災契約の締結
・一般社団法人の附置機関としての保安センター
サービス向上の検討

・保安高度化運動の継続・法令遵守のための講習会
開催
・群馬県県警察本部と協力し チラシの作成(表裏)
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サ ビス向上の検討 群馬県県警察本部と協力し、チラシの作成(表裏)



協会名 独自の主な対策

13 東 京 都
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

・お客様の不注意による事故防止
・保安業務機器の管理

14 神奈川県
・お客様の不注意による事故防止
・販売事業者を原因とする事故防止

・販売事業従事者講習会の実施

保安技術講習会の実施（販売事業者に起因す 自然災害に伴う事故防止対策（雪害事故防止）
15 新 潟 県

・保安技術講習会の実施（販売事業者に起因す
る事故防止対策とお客様の使用ミスやＣＯ中毒
事故防止として）

・自然災害に伴う事故防止対策（雪害事故防止）
・系列指導のための研修会の実施（全般的な事故防
止対策）

16 長 野 県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ガス検知器及びＣＯ検知器の点検、検査
・地域婦人連合会と協賛研修会

・ＣＯ警報器（全戸）取付運動
・お客様の不注意による事故防止
・ガス放出弁つき高圧ホースへの取替え運動

17 山 梨 県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・消費者に起因する事故防止対策

・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策

18 静 岡 県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止対策

・お客様の不注意による事故防止対策
・自然災害対策
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協会名 独自の主な対策

19 愛知県

・販売事業者等に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止対策
・自然災害対策
お客様の不注意による事故防止対策・お客様の不注意による事故防止対策

20 三重県

・供給設備の期限管理総点検
・CO中毒事故防止
・自然災害対策自然災害対策
・消費者不注意によるLPガス事故防止

21 岐阜県
・事業者に起因する事故防止対策
自然災害対策(ガス放出防止器の設置促進)21 岐阜県 ・自然災害対策(ガス放出防止器の設置促進)
・消費者の不注意による事故防止

・ふれあいサポート運動

22 富山県

ふれあいサポ ト運動
・ＣＯ中毒事故防止対策
・自然災害対策
・販売事業者に起因する事故防止対策
・お客様に対する保安啓発（広報活動による注意喚起）お客様に対する保安啓発（広報活動による注意喚起）

23 石川県

・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策
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自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止



協会名 独自の主な対策

24 福井県
・自然災害対策
販売事業者に起因する事故防止対策

・お客様の不注意による事故防止
24 福井県 ・販売事業者に起因する事故防止対策

・ＣＯ中毒事故防止

お客様の不注意による事故防止
・配送時における事故防止(保安講習会)

25 滋賀県
・自主保安体制の確立によるＬＰガス事故の防止
・販売事業者及び消費者等への保安教育活動の

・地震等災害対策
・その他

実施
・その他

26 京都府

・販売事業者に起因する事故防止対策
・お客様の不注意による事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止対策

・オール電化に伴う事故防止対策
・自然災害対策
永年無事 実績支部 彰 年

ＣＯ中毒事故防止対策
・他工事業者による事故防止対策

・永年無事故実績支部の顕彰（１０年以上）

27 奈良県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

・自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止ＣＯ中毒事故防止 お客様の不注意による事故防止

28 和歌山県
・ガス放出防止型高圧ガスホースの推進
・新聞広告等でＬＰガスの安全な使い方等をＰＲ

・地域のイベントに参画し、安全・便利をＰＲ
・ＣＯ中毒事故防止

29 大阪府
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策

・お客様の不注意による事故防止
・その他

30 兵庫県
・販売事業者に対する事故防止対策
・製造事業所に対する事故防止対策
・お客様に対する事故防止対策

・ＣＯ中毒事故防対策
・防災訓練等の実施
・表彰表
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協会名 独自の主な対策

・販売事業者等に起因する事故防止対策

31 鳥取県

販売事業者等 起因する事故防 対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止
・長期停滞容器の回収長期停滞容器 回

32 岡山県

・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止対策
・自然災害対策自然災害対策
・お客様の取り扱いミスによる事故防止対策

・販売事業者に起因する事故防止対策
33 島根県 ・お客様の不注意による事故防止対策

・その他の事故防止対策

・販売事業者に起因する事故防止対策（点検・調査）

34 広島県

・業務用厨房施設等ＣＯ中毒事故防止
・販売事業者の法令遵守徹底
・一般消費者に起因する事故防止
・本県独自の事故防止対策として、保安強化月間（9月）を定め実施
・一般消費者に対する事故防止対策（地域女性団体連絡協議会と共催）
・自然災害対策

35 山口県
・法令の遵守
・モチベーションの向上
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35 山口県 モチベ ションの向上
・危機管理の推進



協会名 独自の主な対策

36 徳島県

・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策
お客様 不注意による事故防止・お客様の不注意による事故防止

・販売事業者者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策

37 香川県
・自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止
・安全なガス器具への取り換え促進
・放置容器及び無籍容器の無償回収
・消防専科講習・消防専科講習

38 高知県

・業務用厨房施設でのＣＯ中毒事故防止対策
・ＬＰガス地震対策保安推進事業
・販売事業者による事故防止対策販売事業者による事故防止対策
・ＣＯ測定器・ガス検知器の点検

・販売事業者に起因する事故防止対策
ＣＯ中毒事故防止

39 愛媛県
・ＣＯ中毒事故防止
・自然災害対策
・お客様の不注意による事故防止
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協会名 独自の主な対策

40 福岡県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・お客様の不注意による事故防止

・ＣＯ中毒事故防止対策
お客様の不注意による事故防止

41 佐賀県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

・お客様の不注意による事故防止

42 長崎県
・販売店に起因する事故防止対策 ・お客様の不注意による事故防止

42 長崎県
販売店に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止（業務用、一般（共同住宅等含む））

お客様の不注意による事故防止
・販売事業者の保安意識の向上

43 大分県
・業務用厨房施設等のＣＯ中毒事故防止
・供給設備等改善の実態把握及び期限管理促進
保安研修会の実施（法令遵守の徹底等）

・安全装置器具の普及促進（消費者ミス防止対
策）
災害対策・保安研修会の実施（法令遵守の徹底等） ・災害対策

44 熊本県

・販売事業者の法令遵守の徹底
・埋設管事故防止
・業務用厨房施設等のＣＯ中毒事故防止

・消費者不注意による事故防止
・バルク供給設備における点検実施及び安全弁
の点検等の徹底

・ＣＯ測定器の点検
・販売事業者に起因する事故防止

の点検等の徹底
・保安点検調査内容確認及びフィードバック

45 宮崎県
・ＣＯ中毒事故防止対策
・お客様の不注意による事故防止対策

・販売事業者に起因する事故防止対策
・災害対策・お客様の不注意による事故防止対策 ・災害対策

46 鹿児島県

・保安教育の充実化への検討
・鹿児島県協会独自の「ＬＰガス消費者安心安全保安
推進運動」

・販売事業所、保安機関等への指導
・業務用厨房施設等のＣＯ中毒事故防止

46 鹿児島県 推進運動」
・販売事業所等に対する立入検査保安指導（県の委
託事業）

・災害発生時の緊急対応・応援体制の確立
・その他保安活動

47 沖縄県
・販売事業者に起因する事故防止対策
・ＣＯ中毒事故防止

・お客様の不注意による事故防止
・自然災害等

22



埼玉県協会 手提げ付きクリアファイル
岡山県協会

シニア向けＬＰガスご利用あんない 香川県協会

参考 都道府県協会が作成した事故防止対策ツール

シニア向けＬＰガスご利用あんない
（パンフ）

香川県協会
災害に備えよう（パンフ）

大分県協会
一酸化炭素中毒を起こさないために（パンフ） 大分県協会

一酸化炭素中毒を起こさないために
（ステッカー）

熊本県協会
ストップ・ザ一酸化炭素中毒（ステッカー）

（ テッカ ）

23



（７）ＬＰガス関係団体からのＬＰガス安全安心向上運動への協力
下記の関係団体から、都道府県協会の保安講習会等に講師の派遣が可能です。是非ご活用ください。

ガ 安全安心向上運動推進に関する関係団体の講演内容等

協力団体名 № テーマ 内容 講師
講演時間
の目安

申込及び
問い合わせ先

備考

調整器の期限管理に
調整器の構造や作動原理を紹介
ながら期限管 必 性を解 地 会委員 分程度

地区会長
（当協会からの発

ＬＰガス安全安心向上運動推進に関する関係団体の講演内容等

供給機器工業会

1
調整器の期限管理に
ついて

しながら期限管理の必要性を解
説（パワーポイント使用）

地区会委員 ３０分程度
（当協会からの発
信文書に名簿を添
付）

2
ガス栓誤開放事故防
止対策について

ガス栓の誤開放事故を防ぐ最新
のガス栓の紹介や閉栓カバーに
よる予防対策を解説（パワーポ

地区会委員 ３０分程度

地区会長
（当協会からの発
信文書に名簿を添止対策について よる予防対策を解説（パワ ポ

イント使用）
信文書に名簿を添
付）

ガス警報器工業会

1

消費者に起因する事
故防止
ガス警報器の奏功事
例について

保安のプロが経験したガス警報
器奏功事例を基に今後の事故防
止対策について解説

事務局本部
支部

１０分～
２０分

Tel
03-5157-4777 ※1,2を組み

合わせてのガス警報器工業会 例について 合わせての
講演も可

2

業務用厨房でのＣＯ
中毒事故防止
業務用換気警報器の
必要性

重点課題である業務用厨房のＣ
Ｏ中毒事故防止についてＣＯ発
生メカニズムと換気の必要性を
解説

事務局本部
支部

２０分～
３０分

tel
03-5157-4777

ガスメーターの期限 期限管理の理由、技術的な根拠

ガスメーター工業会

1

ガスメ タ の期限
管理について
（期限切れのリス
ク）

期限管理の理由、技術的な根拠
などを解説し、期限切れに伴う
管理者のリスクなどについて説
明

支部
(本部）

２０分
tel
03-3504-8021 ※1,2を組み

合わせての
講演も可

2
ガスメーターの保安
管理について

保安機能の技術的な内容を解説
し 消費者に周知すべき事項の

支部
２０分

tel
2 管理について
（消費者への周知）

し、消費者に周知すべき事項の
注意点などについて説明

(本部）
２０分

03-3504-8021

ガス石油機器工業会 -
ガス機器における製
品安全への取組みと

最近のガス機器の製品事故の実
態、ガスコンロ、ふろがまなど
機器の製品安全への取組み、事

日本ガス石油
機器工業会

６０～８０
分

（40分短縮

ガス石油機器工業
会 衛藤（えとう）

(一社) 日
本ガス石油

24

保安向上 故防止に向けた消費者への啓発
課題について解説する。

機器工業会 （40分短縮
版あり）

03-3252-6101 機器工業会

※ 講演内容等については、今後若干の変更が生じることもあります。
※ スケジュール等詳細については、事前に各団体にご相談ください。



２．平成２４年度燃焼器具、安全機器等集計結果
（１）平成２４年度及び平成２３年度の集計結果
【平成２５年３月３１日現在】
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（２）都道府県別回収率
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②燃焼器具等未交換器具数 ③業務用換気①回収率

（３）過去からの推移

501,449
台

74.5
%

73.8
%

警報器設置率等

97 3%97 5% 台

420,597
台

法定周知以外の周
知率

97.3%97.5%
96.7% 96.7%

95.1%
361,628
台

317,137
台287,969

台

40.7
%

94.5%
95.1%

94.1%
92 4% 台

236,485
台
190,728
台

172,752

36.0
%

%

業務用換気警報器

92.4%

台
,
台151,843
台

業務用換気警報器
設置率

90.2%
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④－１－１．マイコンメータ等設置率 ④－２ ヒューズガス栓等設置率

99.7%99.7%99.7%99.7%99.7%99.7%99.7%

97 0%

97.4%

99.5%
99.5%

96 5%

96.8%
96.7%

96.9%
96.7%

97.0%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
96.1%

96.5%

0.4% 0.4%

④－１－２.マイコンメータ等期限切れ

95.5%
0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3%

0.2%
91,856台87,366台

80,181台83,478台
67,856台

87,366台

67,379台
61,607台

64,996台

40,839台
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82 3%82 5%82 3%

④－３－１．ガス警報器設置率 ④－４．調整器 製造から７年又は

１０年経過
82.3%82.5%82.3%81.6%80.9%81.0%

79.6%79.1%79.6% 6.3%

%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

5.5%

5.0%5.0%5.0%
4.7%4.8%

4 4%987 454台

1,111,005台

11 7%

④－３－２．ガス警報器製造から５年経過

4.4%

3.9%
888,185台

897,483台
987,454台

11.4%
11.3%

11.6%
11.7%

11.5%
11.4%

2 106 925台

850,380台

793,079台
721,521台

691,922台

10.9%
11.0%

11.1%

1,955,342台

2,083,776台

2,106,925台

2,072,857台

2,055,570台

691,922台
586,364台

1,813,310台

1,613,684台

1,678,201台
1,630,860台
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３．近年のＬＰガス事故発生状況について（液化石油ガス法関係）

（１）ＬＰガス事故件数等の推移
・平成２４年の事故件数は２５３件。平成１８年のパロマ事故以降増加し、近年も増加。

・死者数は２年連続１人と、減少した状態。

・平成２４年の事故件数は２５３件。平成１８年のパロマ事故以降増加し、近年も増加。
・負傷者数は８６人でほぼ横ばい。
・死者数は２年連続１人と、減少した状態。

219件
239件234件 227件

253件

事故件数

185件
204件負傷者

死者
・鹿児島高校ＣＯ中毒

120件
105件 105件 148人

鹿児島高校 中毒
・山口ホテルＣＯ中毒

90件
05件 05件

86人 88人
78人

98人
79人 83人 88人 86人

64人 58人
78人 9人 人

4人 7人 2人 1人 0人 4人 4人 4人 5人 1人 1人
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（２）ＣＯ中毒事故件数及び死症者数の推移

85人・平成24年のＣＯ中毒事故は8件、症者37人、死
・鹿児島高校ＣＯ中毒
・山口ホテルＣＯ中毒

者1人。

・件数当たりの死症者数は依然として高い。平成
17年以降は全死者数の半分以上がＣＯ中毒事

件数

17年以降は全死者数の半分以上がＣＯ中毒事
故によるもの。

人

症者

死者

29人
32人

37人

9件 10件 11件
14件

10件
18人 17人

21人 22人

13人
人

16人

8件 9件
6件

10件
5件

11件
6件

8件 10件 8件8人

4人 4人
0人 1人 0人 2人 2人 3人 3人 1人 1人
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（３） 原因者別事故

・消費者の不注意による事故は増減はあるが減少していない。

253件
・雪害等自然災害がさらに増加。

・他工事業者による事故が増加。

・雪害等自然災害がさらに増加。

75件
消費者の不注意

消費者 販売店

234件

204件

253件

227件

9件

77件

49件 83件

66件
75件

消費者・販売店

販売店等の不適切な処理

設備 事業者

185件
204件

23件
3件

2件

2件

62件
38件

42件
38件4件

8件
7件

10件49件 83件 設備工事業者

充てん事業者

他 事業者

53件 64件10件

2件
6件

19件 16件
17件

13件
23件

3件 3件
2件

0件

5件 6件 5件

2件38件
33件 他工事業者

器具メーカー

雪害等自然災害

31件 40件 35件 27件 25件

8件
8件 8件 12件 8件

11件 7件 7件

53件 64件
14件 10件

7件
17件

雪害等自然災害

その他

33

31件 27件 25件
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（４） 販売店等の不適切な処理による事故の内訳

・平成24年は前年比で若干減少。

62件

20件

38件 42件

17件
19件

20件 14件
腐食等劣化

38件

33件

42件
38件

13件
10件 9件 10件

9件

19件 13件 工事ミス、作業ミス

容器交換時接続ミス等

12件
5件 5件

0件
8件

4件 6件 12件
7件

10件 9件

その他

34
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（５） 消費者の不注意による事故の内訳

・平成24年は誤開放が減少（供給機器工業会調査によると、閉栓カバーの出平成 年 誤開放 減少（供給機器 業会調 る 、閉栓 出
荷数が平成23年の13倍の約40万に増加したとのこと）。

77件
83件

75件

15件
33件 20件

77件

66件

75件

19件

20件

点火ミス、立ち消え

不適切な使用
49件

12件

35件
23件 12件

15件
9件

不適切な使用

誤開放

その他

14件 11件
20件

12件
22件

13件 11件 16件 15件

28件
14件

7件

35

11件

H20 H21 H22 H23 H24



（６） 過去５年（平成20年～平成24年）の都道府県別事故原因者一覧
（単位：件）

一般 一般
販売

設備 充て他工器具雪害等そ
一般 一般

販売
設備充て 他工 器具 雪害等そ

般
消費
者等

消費
者・販
売店等

販売
店等

設備
工事
業者

充て
ん事
業者

他工
事業
者

器具
メー
カー

雪害等
自然
災害

その
他
不明 合計

般
消費
者等

消費
者・販
売店等

販売
店等

設備
工事
業者

充て
ん事
業者

他工
事業
者

器具
メー
カー

雪害等
自然
災害

その
他
不明 合計

1 北海道 28 1 21 4 2 9 1 51 3 17 137 25滋賀 4 0 6 0 1 2 0 0 1 3 17

2 青森 2 0 3 0 0 0 1 31 0 2 39 26京都 5 0 2 0 0 2 0 0 0 2 11

3 秋田 9 0 3 0 0 1 0 7 1 1 22 27奈良 2 0 0 1 0 1 1 0 0 0 5

4 岩手 3 1 2 0 0 2 0 25 2 2 37 28和歌山 4 0 3 0 0 0 0 0 0 1 8

5 山形 10 0 1 0 0 1 0 11 1 4 28 29大阪 5 0 3 0 0 1 2 0 0 1 12

6 宮城 4 0 4 1 0 1 0 0 4 6 20 30兵庫 9 3 6 0 1 4 0 0 2 3 28

福島7 福島 4 0 4 0 0 1 2 3 2 0 16 31鳥取 2 0 7 0 0 2 1 2 3 0 17
8 栃木 9 2 3 1 0 1 0 1 0 1 18 32岡山 7 1 4 0 0 4 1 0 0 5 22

9 茨城 15 0 10 0 0 5 0 1 0 5 36 33島根 1 1 2 0 0 2 1 0 0 1 8

10千葉 18 2 6 0 2 12 5 0 2 8 55 34広島 10 2 4 0 0 3 1 0 1 7 28

埼玉 山11埼玉 23 1 9 1 1 3 3 0 1 11 53 35山口 9 0 5 0 0 2 0 0 0 3 19

12群馬 5 0 3 0 1 1 0 0 1 2 13 36徳島 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4

13東京 23 2 11 4 1 5 0 0 1 10 57 37香川 11 2 1 0 0 0 0 0 2 2 18

14神奈川 27 4 20 0 0 1 3 1 0 16 72 38高知 2 1 1 0 0 0 1 0 1 0 6

新潟 媛15新潟 4 4 3 0 0 2 0 6 3 1 23 39愛媛 4 1 4 0 0 2 0 0 2 1 14

16長野 6 0 0 0 1 1 0 0 2 6 16 40福岡 6 2 5 1 0 2 6 0 0 3 25

17山梨 1 0 4 0 0 1 0 0 1 2 9 41佐賀 2 1 0 1 0 3 1 0 2 7 17

18静岡 12 0 4 0 0 0 0 0 1 0 17 42長崎 8 1 5 1 0 2 4 1 0 2 24

19愛知 11 0 7 2 0 0 1 0 0 10 31 43大分 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 4

20三重 3 0 1 0 0 1 1 0 1 1 8 44熊本 3 2 8 0 0 2 0 0 0 1 16

21岐阜 8 0 4 0 0 0 1 0 1 2 16 45宮崎 3 2 2 0 0 3 0 0 1 2 13

22富山 4 0 0 0 0 0 0 0 0 3 7 46鹿児島 5 0 7 1 0 0 1 0 1 0 15

36

23石川 6 2 4 1 0 1 1 1 0 2 18 47沖縄 5 0 8 0 0 1 0 0 0 1 15

24福井 4 0 2 0 0 1 0 1 1 0 9 合計 350 38 213 20 11 88 39 142 44 158 1,103



（単位：件）

20年 21年 22年 23年 24年 5年平均 20年 21年 22年 23年 24年 5年平均

1北海道 20 15 16 29 57 27 4 25滋賀 4 4 2 3 4 3 4

（７） 過去５年の都道府県別事故件数

1北海道 20 15 16 29 57 27.4 25滋賀 4 4 2 3 4 3.4

2青森 4 3 3 7 22 7.8 26京都 3 3 2 3 0 2.2

3秋田 6 1 5 3 7 4.4 27奈良 1 2 2 0 0 1.0

4岩手 8 2 2 22 3 7.4 28和歌山 3 2 1 0 2 1.6

5山形 5 2 0 7 14 5.6 29大阪 5 2 4 0 1 2.4

6宮城 5 4 8 0 3 4.0 30兵庫 8 3 2 7 8 5.6

7福島 2 4 2 7 1 3.2 31鳥取 4 4 1 4 4 3.4

8栃木 1 4 5 2 6 3 6 32岡山 7 4 3 6 2 4 48栃木 1 4 5 2 6 3.6 32岡山 7 4 3 6 2 4.4

9茨城 3 5 10 8 10 7.2 33島根 3 1 2 1 1 1.6

10千葉 18 13 10 9 5 11.0 34広島 6 5 8 6 3 5.6

11埼玉 16 9 8 8 12 10.6 35山口 2 3 5 5 4 3.8

12群馬 5 3 3 0 2 2.6 36徳島 2 0 2 0 0 0.8

13東京 7 11 13 15 11 11.4 37香川 0 3 7 6 2 3.6

14神奈川 18 9 15 11 19 14.4 38高知 1 1 3 0 1 1.2

15新潟 39愛媛15新潟 2 3 3 8 7 4.6 39愛媛 1 1 3 2 6 2.6

16長野 0 2 2 8 5 3.4 40福岡 10 8 1 4 2 5.0

17山梨 1 5 1 0 2 1.8 41佐賀 4 5 4 2 2 3.4

18静岡 7 1 4 2 3 3 4 42長崎 10 4 4 4 2 4 818静岡 7 1 4 2 3 3.4 42長崎 10 4 4 4 2 4.8

19愛知 3 7 11 6 4 6.2 43大分 1 2 1 0 0 0.8

20三重 1 3 1 2 1 1.6 44熊本 5 3 3 3 2 3.2

21岐阜 7 3 3 2 1 3.2 45宮崎 2 2 3 2 4 2.6

22富山 1 1 4 1 0 1 4 46鹿児島 2 5 2 4 2 3 0

37

22富山 1 1 4 1 0 1.4 46鹿児島 2 5 2 4 2 3.0

23石川 5 3 6 3 1 3.6 47沖縄 3 5 3 2 2 3.0

24福井 2 0 1 3 3 1.8 合計 234 185 204 227 253 212.5



（８） 過去５年の都道府県別事故発生率（消費者戸数100万戸当たりの事故件数） （単位：件）

20年 21年 22年 23年 24年 5年
平均

消費者戸数
(H24.10)

20年 21年 22年 23年 24年 5年
平均

消費者戸数
(H24.10)

1北海道 12.8 9.6 10.2 18.5 36.3 17.5 1,568,209 25滋賀 13.6 13.6 6.8 10.2 13.6 11.5 295,027
2青森 8.5 6.4 6.4 14.9 46.8 16.6 469,934 26京都 12.3 12.3 8.2 12.3 0.0 9.0 244,890
3秋田 20.7 3.4 17.2 10.3 24.1 15.2 290,015 27奈良 4.9 9.9 9.9 0.0 0.0 4.9 202,484
4岩手 18 4 4 6 4 6 50 6 6 9 17 0 434 374 28和歌山 10 9 7 2 3 6 0 0 7 2 5 8 276 2444岩手 18.4 4.6 4.6 50.6 6.9 17.0 434,374 28和歌山 10.9 7.2 3.6 0.0 7.2 5.8 276,244
5山形 15.2 6.1 0.0 21.3 42.7 17.1 328,249 29大阪 15.4 6.2 12.3 0.0 3.1 7.4 324,048
6宮城 9.1 7.2 14.5 0.0 5.4 7.2 551,829 30兵庫 14.5 5.4 3.6 12.7 14.5 10.2 551,202
7福島 3.2 6.5 3.2 11.3 1.6 5.2 619,372 31鳥取 24.3 24.3 6.1 24.3 24.3 20.7 164,341
栃木 1 5 6 0 7 5 3 0 9 0 5 4 岡山 13 4 7 6 5 7 11 5 3 8 8 48栃木 1.5 6.0 7.5 3.0 9.0 5.4 666,033 32岡山 13.4 7.6 5.7 11.5 3.8 8.4 523,482

9茨城 3.4 5.6 11.3 9.0 11.3 8.1 885,992 33島根 13.6 4.5 9.1 4.5 4.5 7.3 220,315
10千葉 18.5 13.4 10.3 9.3 5.1 11.3 972,115 34広島 9.1 7.6 12.1 9.1 4.5 8.5 660,293
11埼玉 10.3 5.8 5.2 5.2 7.7 6.8 1,552,323 35山口 5.3 7.9 13.2 13.2 10.5 10.0 379,209, , ,
12群馬 8.2 4.9 4.9 0.0 3.3 4.3 610,401 36徳島 7.8 0.0 7.8 0.0 0.0 3.1 257,208
13東京 12.7 19.9 23.6 27.2 19.9 20.7 551,568 37香川 0.0 11.6 27.0 23.1 7.7 13.9 259,371

14神奈川 13.6 6.8 11.3 8.3 14.3 10.8 1,327,860 38高知 3.6 3.6 10.7 0.0 3.6 4.3 281,500
新潟 愛媛15新潟 7.3 10.9 10.9 29.1 25.4 16.7 275,260 39愛媛 2.0 2.0 6.1 4.0 12.1 5.3 494,563

16長野 0.0 2.9 2.9 11.7 7.3 5.0 683,771 40福岡 8.4 6.7 0.8 3.3 1.7 4.2 1,195,749
17山梨 3.1 15.4 3.1 0.0 6.2 5.5 324,341 41佐賀 17.8 22.3 17.8 8.9 8.9 15.1 224,704
18静岡 7.3 1.0 4.2 2.1 3.1 3.5 959,888 42長崎 28.7 11.5 11.5 11.5 5.7 13.8 348,060959,888 長 348,060
19愛知 2.9 6.8 10.7 5.8 3.9 6.0 1,027,880 43大分 2.6 5.1 2.6 0.0 0.0 2.0 390,744
20三重 1.9 5.6 1.9 3.7 1.9 3.0 537,542 44熊本 9.4 5.6 5.6 5.6 3.8 6.0 532,472
21岐阜 9.9 4.2 4.2 2.8 1.4 4.5 709,717 45宮崎 5.7 5.7 8.6 5.7 11.4 7.4 350,386
22富山 3 9 3 9 15 7 3 9 0 0 5 5 255 195 46鹿児島 3 5 8 7 3 5 7 0 3 5 5 2 574 479
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22富山 3.9 3.9 15.7 3.9 0.0 5.5 255,195 46鹿児島 3.5 8.7 3.5 7.0 3.5 5.2 574,479
23石川 16.7 10.0 20.0 10.0 3.3 12.0 300,222 47沖縄 5.8 9.7 5.8 3.9 3.9 5.8 512,881
24福井 9.8 0.0 4.9 14.7 14.7 8.8 204,028 合計 9.2 7.3 8.0 8.9 10.0 8.4 25,369,770

消費者戸数は当協会調べ



（９） 平成２４年のＬＰガス事故の傾向について

① ＣＯ中毒事故
②販売店等の不適切な
処理による事故

③消費者の不注意
による事故

業務用施設等（６件）

換気扇

未使用消費者

排気筒

閉塞

①
処理による事故

埋設管

等
調整器

その他

2件

腐食等劣化（１４件）

による事故

点火ミス、立ち消え（２０件）

点火ミス

その他

5件未使用

2件

33%

メンテ

ナンス

消費者

の機器

取扱ミ

ス

1件…

1件

17%

等

5件
36%

配管・

ホース

2件
14%

件

14% （ＢＦ式ふ

ろがま）

10件
50%

点火ミス

（業務用

機器）

5件

5件
25%

ナンス

不足

2件
33%

5件
36%

工事ミス、作業ミス（９件）

5件
25%

不適切な使用（１５件）
その他

一般住宅（２件）

メータ交

換ミス

3件
34%

機器設
点検作

その他

2件
22%

ホース等

接続不良

6件
40%

CO中毒

ゴム管

等焼損

2件
13%

その他

2件
13%

メンテナ

ンス不

足・換気

扇不使

用

鳥の巣に

よる排気

筒閉塞

件

機器設

置ミス

2件
22%

業ミス

2件
22%

容器交換時の接続ミス等（７件）

CO中毒
5件
34%

ガス栓の誤開放（１２件）用

1件
50%

1件
50%

容器交換時の接続ミス等（７件）

接続不

良

4件

未接続

3件
43%

ガス栓の誤開放（１２件）

未使用

ガス栓

9件

器具栓

3件
25%
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57% 9件
75%



① ＣＯ中毒事故

（１０） 平成２４年の事故事例について

月日
発生
場所

被害
状況

建物・
機種

概要

・業務用施設等

2/15 静岡県
浜松市

軽症1名 工場・
業務用暖
房機

作業員の気分が悪くなり病院で何らかの中毒と診断されたため販売事業者に連絡し、出動し
た販売事業者が、工場内の業務用床置暖房機のＣＯ濃度が高いことを確認した。
原因は、当該暖房機のガス圧調整ガバナのキャップの穴が油やホコリにより詰まり、調整圧力
が上昇したことでガスの供給が増え不完全燃焼を起こし、ＣＯを含む排気が室内に滞留したもの。

2/21 岐阜県
中津川市

<B級>
重症1名、
軽症21
名

交流施設・
業務用め
んゆで器

そば打ち体験学習中にめんゆで器を使用していたところ、高校生16名と教員4名、講師2名の
計22名が頭痛や体調不良を訴え、搬送先の病院でＣＯ中毒と診断された。
原因は、当該めんゆで器の排気口が鍋で塞がれていたことから排気不良になり、不完全燃焼
を起こして一酸化炭素を含む排気が室内に滞留したものと推定される。

6/3 神奈川県
川崎市

軽症2名 飲食店
・めんゆで
器

従業員3名が開店前準備でレンジ、めんゆで器、オーブン、薪釜を使用していたところ具合が悪
くなり、病院でＣＯ中毒と診断され、2名が入院した。
原因は、事故当日に換気扇が作動していたかどうか定かではなく、めんゆで器の排気から
7,095ppmのＣＯが検出されたことから、以下の２点が推定される。
①換気扇を作動していなかったため、めんゆで器の排気ガスが室内に滞留した
②給気が不足した室内で換気扇を作動させたため、室内が負圧となり、薪釜から排気が逆流し、
めんゆで器の排気とともに滞留した
なお、換気設備の調査では、フィルターの目詰まりや閉塞は見られなかった。

8/7 秋田県
秋田市

軽症
1名

パン屋
・業務用
オーブン

従業員がオーブンを使用していたところ、気分が悪くなり、ガス警報器の鳴動と異臭がしたため
オーブンの使用を中止して換気を行った。時間をおいても体調が回復しないため病院へ搬送され、
ＣＯ中毒と診断された。
原因は、オーブン用の排気ダクトを作動しないままオーブンを使用したため、換気不足から不
完全燃焼が起き ＣＯを含む排気が室内に滞留したものと推定される。
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完全燃焼が起き、ＣＯを含む排気が室内に滞留したものと推定される。
なお、オーブンの排気ダクトは通常24時間作動させていたが、事故発生前夜に別の従業員が
誤って電源を切っており、当日、排気ダクトの作動を確認せずにオーブンを使用した。



月日
発生
場所

被害
状況

建物・
機種

概要

10/10 静岡県 軽症 学校 給食室で 食器洗浄作業中に従業員5名が体調不良を訴え 搬送先の病院ＣＯ中毒と診断された10/10 静岡県
浜松市

軽症
5名

学校
・業務用
食器洗浄
機

給食室で、食器洗浄作業中に従業員5名が体調不良を訴え、搬送先の病院ＣＯ中毒と診断された。
原因は、食器洗浄機のメンテナンスがほとんど行われておらず、埃の堆積による給気ファンの風量
低下や錆などによって、不完全燃焼を起こす状態になっていたもので、事故当日に換気扇を作動させ
ていたか定かでなく、一酸化炭素を含む排気が室内に滞留したものと推定される。
なお、事故発生後に機器メーカーが排気内の一酸化炭素濃度を計測したところ、計測器の検出限
界（1250ppm）を超えた値だった。

12/15 愛媛県
松山市

軽症
3名

飲食店
・業務用
ガスオー

ガスオーブンを使用していたところ、従業員3名が体調不良を訴え、搬送先の病院でＣＯ中毒と診
断された。
原因は、従業員が換気口の外側に虫除け用の金属製の網を設置していたが、清掃をしていなかっ

ブン たことで内側に埃が堆積して目詰まりし、換気不良となったため不完全燃焼が起こり、ＣＯを含む排気
が室内に滞留したもの。

・一般住宅

月日
発生
場所

被害
状況

建物・
機種

概要

2/4 茨城県
筑西市

<B級
>

一般住
宅・

機械加工工場に併設された住宅で消費者２名が倒れているのを親族が発見し消防へ通報し、搬送
先の病院で 一酸化炭素中毒により1名が死亡 1名が軽症を負ったことを確認した筑西市 >

死亡
1名、
軽症
1名

宅・
開放型小
型湯沸器

先の病院で、一酸化炭素中毒により1名が死亡、1名が軽症を負ったことを確認した。
原因は、開放式湯沸器からお湯が出続けており、バーナー及び熱交換のフィン部にすすによる目
詰まりが確認されたことから、湯沸器の不完全燃焼によりＣＯを含む排気が発生し、かつ、換気扇を
使用していなかったことから排気が室内に充満したものと推定される。
なお、当該湯沸器に不燃防は無く、警察、消防、メーカー等の立会いによる調査で、すすを取り除

酸 炭素濃度 定値 初 ないたところ、一酸化炭素濃度測定値は当初の1.14%から0.001%になった。

12/31 福井県
福井市

軽症
2名

一般住宅
・瞬間湯
沸器（FE

消費者が浴槽の湯張りをしたところ、入浴後に気分が悪くなり、ガス漏れ警報器が鳴動していたた
め消防へ通報し、2名がＣＯ中毒と診断された。
原因は、FE式瞬間湯沸器の排気筒に鳥が巣を作っていたことで正常な排気がなされず、屋内の
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式） 排気筒の接続部が外れていたため、一酸化炭素を含む排気が脱衣所に滞留したもの。
なお、ガス漏れ警報器の鳴動は、不完全燃焼によって発生した一酸化炭素を含む未燃ガスに反応

したものと推定される。



② 販売店の不適切な処理による事故（主なもの）

月日
発生
場所

被害
状況

事故原因
等

概要

/ 茨城県 漏えい爆 金属 レ 般住宅において 消費者がビ トイン んろに点火したと ろ 分ほどで小爆発を起 して7/26 茨城県
古河市

漏えい爆
発
軽傷1名

金属フレ
キシブル
ホース
の経年
劣化

一般住宅において、消費者がビルトインこんろに点火したところ、1分ほどで小爆発を起こしてこ
んろ下部のキャビネットから炎が上がり、軽傷を負った。
原因は、平成19年にビルトインこんろを交換した際に平成8年製造の金属フレキシブルホースを
再利用しており、経年劣化によって生じた亀裂からガスが漏えいし、滞留したガスに引火したものと
推定される。
なお、前日夕方に家人がこんろを使用したときにガス臭を感じたが、販売事業者へ連絡をしてい
なかった。

8/24 和歌山
県
有 市

漏えい 調整器
の経年
劣化

一般住宅において、自動切替式調整器の切替レバーからガスが漏えいした。
原因は、当該調整器は交換期限が過ぎており、経年劣化により何らかの不具合が発生したもの
と推定される有田市 劣化 と推定される。

10/5 滋賀県
草津市

漏えい 埋設供
給管の
腐食・劣
化

共同住宅において、近隣住人よりガス臭がするとの通報が警察にあり、販売事業者が出動した
ところ、ガスが漏えいしていたことを確認した。
原因は、埋設された供給管が経年により腐食し、ガスが漏えいしたものと推定される。

化

6/15 神奈川
県
横浜市

漏えい ガスメー
ター交換
時の工
事ミス

共同住宅において、住人から消防へ通報があり、販売事業者が出動したところ、ガスメーターの
ユニオン部からガスの漏えいを確認した。
原因は、事故発生前日に販売事業者がガスメーターを交換した際、上流側のメーターユニオンの
締め付けが不足していたため、ガスが漏えいしたもの。事ミス 締め付けが不足していたため、ガスが漏えいしたもの。
なお、ガスメーター交換作業終了時に、漏えい試験を実施していなかった。

12/22 鹿児島
県
薩摩川

漏えい 容器交
換時の
作業ミス

一般住宅において、通行人よりガス臭がするとの通報が消防にあり、販売事業者が出動したと
ころ、容器と高圧ホースの接続部からガスの漏えいを確認した。
原因は、配送員が容器交換時に、容器と高圧ホースの接続部分の漏えい確認を怠ったため、接

内市 続不良に気が付かず、ガスが漏えいしたもの。

3/14 三重県
桑名市

漏えい 容器交
換時の
作業ミス

共同住宅において、住人より容器庫からガス臭がするとの連絡を受け、販売事業者が出動した
ところ、高圧ホース末端からガスの漏えいを確認した。
原因は、集合装置の高圧ホースのうち容器に接続されていない高圧ホース上流のバルブを容

器交換時に閉め忘れていたため ガスが漏えいしたもの
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器交換時に閉め忘れていたため、ガスが漏えいしたもの。
なお、元バルブを閉め忘れた後、検針や容器交換で計3回現場を訪れていたが、誰も漏えいに

気付かず、また、容器交換時点検の帳簿整備等も不十分であった。



③消費者の不注意による事故（主なもの）

月日
発生
場所

被害
状況

建物・
機種

事故原因
等

概要

2/14 神奈川
県
横須賀
市

漏えい
爆発

寮・寄宿
舎
・風呂釜
（BF式）

消費者の
点火操作
ミス

寮において、消費者が風呂釜の点火操作をしたところ、1回で種火に点火しなかった
ため、点火操作を繰り返したところ、爆発が発生し、風呂釜が損傷した。
原因は、消費者が充分な間をおかずに点火操作を繰り返したため、機器内に滞留し
たガスに引火したもの。

9/2 香川県
丸亀市

漏えい
爆発
軽傷1
名

飲食店・
業務用め
んゆで器

消費者の
器具の点
火ミス

飲食店において、業務用めんゆで器に点火しようとしたところ、爆発が発生し、1名が
軽傷を負った。
原因は、何らかの要因で当該めんゆで器の種火が消え、機器内部に滞留したガスの
排出を行ったものの、十分ではなく、再度の点火操作時の火が引火して爆発したものと
推定される推定される。
なお、再度の点火操作時にはライターを使用しており、点火がしづらい状態にあったと
推定される。

4/6 滋賀県 漏えい 共同住宅
ゴ

消費者の 共同住宅において、住人が開放式瞬間湯沸器を自身で取り付けて使用したところ、火
が び近江八

幡市
火災 ・ゴム管 器具取扱

いミス
災が発生し、当該湯沸器、換気扇及び壁の一部を焼損した。
原因は、湯沸器を接続する際、劣化して亀裂が入ったゴム管を使用しており、併せて
ホースバンドがガス栓側にずれて着けられていたためガスが漏えいし、引火したもの。

2/15 神奈川 漏えい 共同住宅 未使用ガ 共同住宅において、住人がこんろに点火したところ爆発が発生し、住人が軽い火傷を
県
川崎市

爆発
軽傷1
名

・2口
ヒューズ
ガス栓

ス栓の誤
開放

負った。
原因は、住人が未使用側のガス栓を誤って開放した際、ガスこんろ購入時にこんろ側
のホースエンドに装着されていた保護キャップが誤って装着されていたため、ヒューズ機
能が働かない程度の漏えいが続き、こんろの点火操作により滞留していたガスに引火し
たもの。たもの。
なお、3日前からガス臭かったとのことから、漏えいは継続していたものと推定され、ガ
ス漏れ警報器は設置されていたが電源コンセントから抜かれており鳴動しなかった。

2/4 茨城県
那珂郡

漏えい
爆発

公民館・
業務用ガ

未使用器
具栓の誤

公民館調理実習室において、調理実習中にグリル付ガスこんろを使用していたところ
爆発が発生し 落下した鍋によって1名が軽い火傷を負った
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那珂郡
東海村

爆発
軽傷1
名

業務用ガ
スレンジ

具栓の誤
開放

爆発が発生し、落下した鍋によって1名が軽い火傷を負った。
原因は、こんろを使用中に使用していないグリル側の器具栓が開放されたため、グリ
ル内にガスが滞留し、こんろの火が引火して爆発を起こしたものと推定される。



①沖縄 ＣＯ中毒の疑いがある事故

（１１） 最近の主な事故事例について
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沖縄県協会から会員への要請文書
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②香川 トラック横転炎上（死者１名）
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香川県協会から会員への注意喚起文書
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４．近年のＬＰガス事故の発生状況について（高圧ガス保安法関係）
平成２４年の高圧ガス保安法関係の事故は８８９件。うちＬＰガス関係は５５１件。

平成２４年の高圧ガス保安法関係事故件数（ＬＰガス）

消費先の事故が５０３件と最も多く、
その中で「容器の盗難」が４１７件、「容器の紛失」が５２件となっている。

平成２４年の高圧ガス保安法関係事故件数（ＬＰガス）

製造事
業所
30件

移動
15件

その他

3件

1% 漏えいその他30件

5%

15件
3%

1%

容器の
紛失
52件
10%

漏えい
26件
5%

その他
8件
2%

消費
503件551件

10%

「消費」
503件

503件
91%

551件

容器の
盗難

の内訳

盗難
417件
83%
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＊ 経済産業省ホームページに掲載の資料（事故事例データベース）をもとに分類
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/hipregas/detail/oshirase.html



５．ガスコンロを原因とする火災件数の推移（消防庁）

49
＊ 第１０回あんしん高度化ガス機器普及開発研究会資料より



参考 Ｓｉセンサーコンロの普及状況

50＊ 第１０回あんしん高度化ガス機器普及開発研究会資料より抜粋



（１）所有者票の登録状況について

６．長期使用製品安全点検制度について

•消費生活用製品安全法では、ＬＰガス販売事業者は特定保守製品を販売する場合に、お客様に所有者票の内容を
説明する義務と返送の代行等の協力を行う責務が課せられています。また、所有者票の代行記入が可能です。

•特定保守製品の販売を行っているかにかかわらず、お客様に制度内容を周知する責務を課せられています。
•下表によると ＬＰガス機器の登録率は都市ガスの機器と比べ低くなっています 保安確保のため 更なる所有者票

60.0  %

都市ガス用ふろがま
ガス機器 所有者票回収率の推移

•下表によると、ＬＰガス機器の登録率は都市ガスの機器と比べ低くなっています。保安確保のため、更なる所有者票
登録の周知徹底をお願いいたします。

40.0 

50.0  %

% 都市ガス用瞬間型湯沸器

都市ガス用ふろがま

ＬＰガス用ふろがま

20 0

30.0 
%

%
ＬＰガス用瞬間型湯沸器

ＬＰガス用ふろがま

10.0 

20.0 
%

%

（単位 ％）

～H24/１
月

～２月 ～３月 ～４月 ～５月 ～６月 ～７月 ～８月 ～９月 ～１０月 ～１１月 ～１２月

都市ガス用ふろがま 49.0  49.5  50.1  50.5  50.9  51.1  51.2 51.4 51.3  51.1  51.0  51.6 

都市ガス用瞬間型湯沸器 45 9 46 4 47 0 47 2 47 4 47 3 47 1 47 0 46 6 46 1 46 5 46 7

0.0 
（単位：％）
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都市ガス用瞬間型湯沸器 45.9  46.4  47.0  47.2  47.4  47.3  47.1 47.0  46.6  46.1  46.5  46.7 

ＬＰガス用ふろがま 31.1  30.9  31.1  31.5  31.7  31.8  31.8 32.0  32.1  31.9  31.5  31.9 

ＬＰガス用瞬間型湯沸器 31.6  32.3  32.8  32.5  32.3  31.9  31.6 31.5 31.1  31.1  31.2  31.4 



７．パロマ半密閉式湯沸器（ＬＰ）の回収状況について

標記湯沸器の事故は平成１８年に発生し その後経産省からＬＰガス販売事業者に対標記湯沸器の事故は平成１８年に発生し、その後経産省からＬＰガス販売事業者に対
しても供給開始時点検調査・定期消費設備調査に係る月次報告が要請され、現在も継
続しています。

平成１９年には液石法施行規則の改正により帳簿に燃焼器のメーカー名 型式 製造平成１９年には液石法施行規則の改正により帳簿に燃焼器のメーカー名、型式、製造
年月を記載することとなり、６年以上が経過しています。

しかし、依然として回収されたものの中に使用中のものもあることから、再度周知徹底
をお願いいたします

発見された場所（主なもの）

風呂 洗面所 脱衣所が長年使われず 誰も立ち入らなくな た場所

をお願いいたします。をお願いいたします。

・風呂、洗面所、脱衣所が長年使われず、誰も立ち入らなくなった場所。
・学校や事業所で使わなくなったシャワー室やトイレ。
・かつては台所（厨房）だったが、今は物置になっている場所。
・使用しなくなった休憩所 離れ 別荘 保養所など・使用しなくなった休憩所、離れ、別荘、保養所など。
・取り外して置いたままにしていた物置。

＊ お客様が「そこにはガスが使われていない」と思い込んでいるケースがほとんど

発見の経緯（主なもの）

・定期保安点検の際に、使用していない湯沸器はないか尋ねて発見。
・設備点検や古いガス器具の撤去依頼などの際に発見
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設備点検や古いガス器具の撤去依頼などの際に発見。
・ガスの開栓時に発見。
・古いアパートや空き家のリフォーム依頼により訪問した際に発見。



パロマ半密閉式湯沸器（ＬＰ）の回収状況

53＊ パロマ調べ



８．最近の告示・通達等の改正について

（１） 緊急時対応に係る通達等の改正

保安機関がお客様から緊急時連絡を受ける際、自然災害等で固定電話が通じ
なくなった場合の補完的連絡先として携帯電話を認めるため 標記通達等が改

（１） 緊急時対応に係る通達等の改正

なくなった場合の補完的連絡先として携帯電話を認めるため、標記通達等が改
正され、本年３月２９日に施行されました。

○ 主な改正概要

（１）改正された基準等及び該当箇所

・「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律等に基づく経済産業大臣の処液 油 保安 確保及 取 適 関す 法律等 経済産業大臣 処
分に係る審査等について」（平成１７年４月１日付け平成１７・０３・１６原８号）

別紙１「保安機関の認定について」の３．技術的能力について（３）緊急時対応の要件②
のいちばん下

・通達（２ 保安機関の認定について）

２．技術的能力について（４）緊急時対応の要件②のいちばん下

（２）追加された内容

自然災害等により、緊急時における一般消費者等からの連絡先としている携帯電話等以外の
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連絡ができないときに備えて、それを補完する連絡先を携帯電話とすることは差し支えない



大規模地震による給湯設備の転倒・移動による被害を防止するため、建設省

（２） 給湯設備の転倒防止対策に関する告示の改正

告示が改正され、平成２５年４月１日に施行されました。
同日以降、満水時１５Kgを超える給湯設備はこの告示に従って転倒防止措置
を講じて設置いただくこととなります。

○ 告示の概要（詳細は次ページのチラシ参照）

・対象：満水時の質量が１５ｋｇを超えるガス、石油、電気の給湯設備。

を講じて設置 ただく ととなります。を講じて設置 ただく ととなります。

・転倒防止措置：原則として次のいずれかの方法による。

（１）仕様規定：質量等の区分に応じてアンカーボルトの径や埋め込み深さ、本数を規定（①底部固
定、②底部＋壁固定、③壁固定）

（２）計算確認：地震により生ずる力に対し安全上支障のないことを計算で確認することを規定。仕様
規定で適合確認ができない場合は、計算で確認。

この改正により 給湯設備の固定方法が建築確認申請時の審査対象となります＊ この改正により、給湯設備の固定方法が建築確認申請時の審査対象となります。

＊ 改正告示の対象機器及び機器ごとの施工方法等詳細は、メーカーの取扱説明書等に記載されま
す。す。

＊ 設置する機器がこの告示の対象となるかも含め、具体的な内容等は、メーカーにお問い合わせく
ださい。

＊ 関係情報はガス石油機器工業会のホームページにも掲載されています。
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＊ 関係情報はガス石油機器工業会のホ ムペ ジにも掲載されています。
http://www.jgka.or.jp/information/2013/post-71.html
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平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針の構成
「保安対策指針」の位置付け：

９．「平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」について

「保安対策指針」の位置付け：
○販売事業者等（注）に対応を要請し、ＬＰガス使用時の保安の維持・確保を図る
○前年度の取組を点検し、次年度に反映

Ⅱ 要請４項目

注：販売事業者及び保安機関

Ⅰ 保安対策指針の位置付け

液石法は、実効性が高く、自主保
が

法令の確実な遵守と適切な保安

１．考え方
１．法令遵守の徹底

・経営者の保安確保へのコミットメン

Ⅱ．要請４項目Ⅰ．保安対策指針の位置付け

３．取組の基本方針

安活動の推進につながる保安規制
が基本
・事前規制は必要最小限

・事後規制（立入検査等）で法令遵
守を確保

法令の確実な遵守と適切な保安
対策の実施

自主保安高度化の一層の推進

経営者の保安確保 の ミットメン
ト等
・販売事業者等の義務の再認識
・保安教育の確実な実施
・販売所・営業所単位での保安確保

守を確保
販売所 営業所単位 保安確保

・事業譲渡時等の保安業務の確実な
実施

業界団体が表明した対策の具
体的・確実な実施

２．組織内のリスク管理の徹底
自然災害の発生に備えた万全

２．平成２４年（度）の状況

（１）事故の発生状況

２４年の事故件数は３年連続で増
加、平成２年以来の高水準
・死亡者１名、負傷者８８名

３．事故防止対策
・ＣＯ中毒事故の防止対策
・一般消費者等起因事故の防止対策

・ＬＰガス販売事業者等起因事故の
Ⅱ．重点事故防止対策３項目

自然災害の発生に備えた万全
の保安対策の実施

（１）事故の発生状況

・深刻なＣＯ中毒事故は依然発生 防止対策

・その他：質量販売に係る事故の防
止対策、積雪・除雪ミス事故の防止
対策

①ＣＯ中毒事故
②一般消費者等起因事故

③ＬＰガス販売事業者等起
因事故２４年度は重大な法令違反はなかっ

（２）法令遵守の状況

４．自然災害対策

・液化石油ガス部会報告・ＬＰガス災
害対策マニュアルの着実な実施

因事故２４年度は重大な法令違反はなかっ
たが行政事務手続きの不備あり

・一般消費者等増加認可の未申
請、保安機関認定更新の遅延等

全文は経済産業省ホームページに掲載
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshiras
e/2013/03/250329‐3.html
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平成２５年度液化石油ガス販売事業等保安対策指針の策定方針
（経済産業省液化石油ガス小委員会資料より抜粋）

「保安対策指針は、ＬＰガスを利用する一般消費者等に係る保安の維持・確保の一層の充実、ＬＰガス事故の早期撲滅保安対策指針は、ＬＰガスを利用する 般消費者等に係る保安の維持 確保の 層の充実、ＬＰガス事故の早期撲滅
等の観点から、前年度に発生したＬＰガス事故の実態、立入検査の結果等を踏まえ、ＬＰガス販売事業者等が当該年度に
重点的に講ずべき事故対策等の具体策を提示するもの。

Ⅰ 平成２５年度の保安対策指針の策定方針Ⅰ．平成２５年度の保安対策指針の策定方針
下記１のとおり構成及び分量の見直しを行うとともに、平成２４年度の保安対策指針の内容を基本的に踏襲しつ
つ、下記２及び３のとおり、最近の事故、法令遵守の状況及び東日本大震災の教訓を反映。

１．保安対策指針の構成及び分量の見直し

２．平成２４年の事故や法令違反の教訓の反映

（１）ＣＯ中毒事故の防止対策

①平成２４年、住宅において死亡事故が発生したことを踏まえ、住宅向けの対策も提示

②平成２４年のＣＯ中毒事故の主な原因が換気不良によるもの、メンテナンス不足によるものなどであることを踏
まえ、業務用厨房における適切な清掃・メンテナンスを促進

（２）一般消費者等に起因する事故の防止対策

① 成 年 点火 立ち消え等 る事故が 般消費者等起 事故 うち最多 増加傾向 ある とを①平成２４年、点火ミス、立ち消え等による事故が一般消費者等起因の事故のうち最多で増加傾向にあることを
踏まえ、安全装置付き風呂釜・Ｓｉセンサーコンロ等の安全な消費機器の普及を促進

②誤開放防止策としての閉栓カバーの設置について更なる普及を促進

ガ（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策

平成２４年、他工事業者に起因する事故が増加したことを踏まえ、他工事に伴う事故防止のための措置を徹底

３．平成２４年の自然災害による事故及び東日本大震災の教訓の反映
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①雪害事故が引き続きＬＰガス事故の大きな部分を占めたことを踏まえ、積雪又は除雪による事故防止対策を徹底

②東日本大震災を始めこれまでの災害により得られた教訓を今後の保安活動に活かすために策定した「ＬＰガス災
害対策マニュアル」等の具体策の着実な実施を促進



Ⅱ．保安対策指針の実効性を高める方策

経済産業省本省では、トップヒアリング、立入検査等を通じて本省所管事業者における保安対策指針の活用状況
の把握及び自主保安活動の実施状況の確認に努めている。今後、産業保安監督部、都道府県においても、それぞれ
の所管事業者における保安対策指針の活用状況の把握を進めることが期待される。

このため、保安対策指針の実効性を一層高め、自主保安活動の取組の強化を図る観点から、１から３までの方策
について、検討を進めてはどうか。について、検討を進めてはどうか。

１．具体的な要請事項の追加・廃止等

○保安対策指針の策定に際して、今後、具体的な要請事項の追加・廃止を中心に、事業者、都道府県等の意見を伺
い、適切に反映することとしてはどうか。

２．行政機関における活用状況の把握・拡大

○経済産業省本省、産業保安監督部及び都道府県においては、それぞれの所管事業者における保安対策指針の
活用状況の一層の把握に努め、それを踏まえ、自主保安活動の徹底に向け、一層連携していくことが必要ではな
いかいか。

３．各事業者における自主保安の更なる向上のための措置

○自社の自主保安の状況を客観的に認識し、保安レベルの向上に取り組む事業者の拡大を図るため、保安優良液
化石油ガス販売事業者・事業所表彰の評価項目（別添 保安対策指針の項目を含む ）を活用し 自主保安活動化石油ガス販売事業者 事業所表彰の評価項目（別添。保安対策指針の項目を含む。）を活用し、自主保安活動
の自己診断を促進することとし、そのための具体的方策について検討を進めてはどうか。
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１０．立入検査等について

（１）平成２４年度立入検査の実施状況（本省）

○１５件（事業所）に立入検査を実施、・１４件に指摘あり。いずれも担当官による口頭注意。
○主な指摘事項：

・液石法施行規則第２８条第３号の「災害が発生するおそれがある場合の連絡に関する事項」に関す
るもの８件（内訳 当該事項自体の規定漏れ３件 当該事項について通達で示されている 般消費るもの８件（内訳：当該事項自体の規定漏れ３件、当該事項について通達で示されている一般消費
者等への連絡の未記載５件）
・帳簿に係る不備（５件：４件が誤記入、１件が未記入）
・行政手続等の不備（３件）

指摘例

委託契約関係について、規則第２８条第３号の項目（災害が発生するおそれがある場合の連絡
に関する事項）を記載すべきところ 委託契約書３件中２件に記載がなかったことから 「液化石油に関する事項）を記載すべきところ、委託契約書３件中２件に記載がなかったことから、「液化石油
ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の運用及び解釈について（昭和４３
年２月１２日付け４３化第１５３号）」の第２８条（委託契約に係る記載事項）関係に規定する事項を
含んだ契約内容として適切に契約すべきこと。
また 契約書内に記載漏れが 件中 件見受けられたため 改めて記載内容を点検することが望また、契約書内に記載漏れが3件中1件見受けられたため、改めて記載内容を点検することが望
ましいこと（立入検査後、指摘事項を踏まえてすべての受委託の契約書を見直す方針が伝えられ、
順次見直結果の報告が行われている。）。

○立入検査とは別に保安機関２社で法令違反を確認
①一般消費者等の数の増加認可申請書の未提出⇒口頭注意
②保安機関認定更新申請書を認定の満了する３０日前を過ぎて提出⇒文書による改善指示
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参照元アドレス
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2013/05/250510‐1.html



（２）平成２５年度立入検査の重点事項

（１）保安業務に係る委託契約の内容

（２）供給設備点検及び消費設備調査等の実施状況

（３）液石法第１４条第１項に基づく書面の交付状況

（４）液石法第１６条に基づく貯蔵施設等に係る基準適合義務等の遵守状況

（５）バルク貯槽の安全弁の交換作業の実施状況

（６）保安教育の実施状況

（７）保安業務を委託している場合の実施結果の確認等業務主任者が行うべき職務の実施状況

（８）液化石油ガス機器の経年管理状況

（９）ＬＰガス販売事業者等が備えるべき帳簿への記載状況

（１０）質量販売における基準の適合状況及び消費設備調査の実施状況
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（３）保安業務委受託契約書・覚書の作成例
（高圧ガス保安協会「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る申請手続
等マニュアル」より抜粋）
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参照元アドレス（経済産業省ホームページ内）
http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/detail/shinseitetsuzuki.html
（該当箇所は上記アドレス内の「第7章参考資料」の項目に入っています）



（１） 都道府県協会防災協定締結状況（平成２５年３月３１日時点）

９．災害対応について

65
＊北海道は道内全市町村と締結していることから道庁とは締結していない。
＊出典：（財）地方自治情報センター／都道府県別市区町村数（平成２４年１０月1日現在）



（２） 充てん所等の耐震診断、改修に係わる補助事業の概要
現在、耐震診断、耐震性向上を図るための改修工事に対して補助事業が実施されています。
耐震に関する補助事業は次の２事業があり概要は次表のとおりです。
なお 詳細は窓口である日本ＬＰガス団体協議会及び日本エルピ ガスプラント協会ＨＰに掲載されています

充てん所の耐震等補助金

名 称
中小企業産業保安施設等

防災診断事業補助金
充てん所貯槽耐震整備事業補助金

なお、詳細は窓口である日本ＬＰガス団体協議会及び日本エルピーガスプラント協会ＨＰに掲載されています。

防災診断事業補助金

所 管 経済産業省 保安課 経済産業省 石油流通課

受付窓口

（一社）日本エルピーガスプラント協会
http://www.jlpa.or.jp/ 日本ＬＰガス団体協議会http://www.nichidankyo.gr.jp/

Tel:03 5511 1420受 p j p jp
Tel:03‐5777‐6167 Tel:03‐5511‐1420

予算額 約1.4億円 約2.2億円

石油ガス充てん所内に設置されている石油ガス貯槽を
将来的に発生する可能性があり得る高 ベ 地震動に

目 的

中小企業が保有する産業保安施設等に
ついて、耐震基準への適合状況を調査する
事業に必要となる経費の一部を補助するこ
とにより災害への対策を推進する。

将来的に発生する可能性があり得る高レベルの地震動に
おいても、貯槽内の石油ガスの気密性が保持される耐震
性能を有する設備に改善するために要する経費の一部を
補助することにより、石油ガス充てん所設備の耐震性を強
化し保安の向上及び石油ガスの安定供給の確保を図る

とにより災害 の対策を推進する。
化し保安の向上及び石油ガスの安定供給の確保を図るこ
とを目的とする。

①高圧ガス保安法上の「製造」、又は「貯
蔵」に係わる都道府県知事の許可、又は

対象

事業者

届出事業者

②液化石油ガス法上の特定供給設備に係
わる都道府県知事許可事業者
※可燃性ガス又は毒性ガスを扱う者に限

石油販売事業に供する石油ガス充てん所の所有者等
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る
(注)石油ガスの場合、充てん所、オートガス
スタンド、工業用消費者



名 称 中小企業産業保安施設等防災診断事業補助金 充てん所貯槽耐震整備事業補助金

事業者

規模
中小企業法に定める中小企業者並びに中小企業者が含まれる組
合

制約なし
規模 合

高圧ガス保安法、又は液石法における塔類、槽類若しくは配管で
あり、下記事項のいずれかを満たすこと。

なお、いずれも当該設備の支持構造物、及び基礎を含む。
石油ガス販売事業者等が保有する石

油ガス充てん所内に設置されている石

①塔類の場合(注1)

a) 反応、分離、精製、蒸留等を行う高圧ガス設備（貯槽を除く。）
であって当該設備の最高位の正接線から最低位の正接線ま
での長さが5ｍ以上のもの

油ガス貯槽

貯蔵能力3トン以上のものであること

【石油ガス充てん所とは】
高圧ガス保安法第 条第 項の許可を

補助対象

での長さが5ｍ以上のもの
b)凝縮器であって縦置円筒形で胴部の長さが5ｍ以上のもの

②貯槽の場合(注1)

a)貯槽であって貯蔵能力が300㎥、又は3トン以上のもの
b)受液器であって内容積が5 000リットル以上のもの

高圧ガス保安法第5条第1項の許可を
受け、液化石油ガス製造のための施設
を設置している充てん所であって、直接
又は間接に液化石油ガス法第2条第2項
に定める 般消費者等に 石油ガ を補助対象

設備

b)受液器であって内容積が5,000リットル以上のもの

③配管の場合(注2)

a) 冷媒設備に係わる配管（外径が45ｍｍ以上）であって内容積
が3㎥以上のもの、又は耐震設計構造物である塔槽類に接続

に定める一般消費者等に、石油ガスを
供給するための充てん所をいう。

ただし、次のいずれかに該当する場合
を除く。

されているもの
b) 高圧ガス設備に係わる地盤面上の配管（外径45ｍｍ以上）で
あって、地震防災遮断弁で区切られた間の内容積が3㎥以上
のもの、又は耐震設計構造物である塔槽類から地震防災遮

１）専ら、道路運送車両法第２条第２項に
定める自動車に燃料として充てんを
行う充てん所

２）専ら エアゾール ガスライターガス又
断弁までの間のもの

c) 液石法の特定供給設備において液状の液化石油ガスが通る
地盤面上の受入管、及び供給管（外径45ｍｍ以上）であって、
耐震設計構造物である貯槽から地震防災遮断弁までの間の

２）専ら、エアゾ ル、ガスライタ ガス又
は石油ガスこんろ（カセットこんろに
限る。）用燃料ガスの充てんを行う充
てん所
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名 称 中小企業産業保安施設等防災診断事業補助金 充てん所貯槽耐震整備事業補助金

①将来的に発生する可能性があり得る高ﾚﾍﾞﾙの地震
動においても貯槽内の石油ｶﾞｽが保持される耐震性

補助内容

高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和56年10月26
日通商産業省告示第515号）（「耐震告示」）に対す
る適合状況の調査(注3)に係わる費用（貯槽 基礎

動においても貯槽内の石油ｶ ｽが保持される耐震性
能を有する設備に改善する(注5) (これに伴う調査含
む)工事に係る費用

②上記工事における資材又は機器の搬入、組立及び
連結、据付けに要する配管、増杭、塗装等の工事る適合状況の調査( )に係わる費用（貯槽、基礎、

配管における耐震性能の適合可否の診断）

連結、据付けに要する配管、増杭、塗装等の 事
の資材費及び工事費

③工事実施に繋がる調査費、設計費用

注）貯槽本体の更新又は移設、地盤改良工事、土壌
改良工事は費用の対象外改良工事は費用の対象外

補助率 補助対象経費の1/2、上限10,000千円 補助対象経費の2/3

平成25年3月19日 平成26年3月31日 平成25年4月19日（金） 平成25年9月30日（月）
募集期間

平成25年3月19日～平成26年3月31日

※公募期間中であっても予算額に達した時点で募
集締め切り

平成25年4月19日（金）～平成25年9月30日（月）

※公募期間中であっても予算額に達した時点で募集
締め切り

（注1）塔、貯槽（基礎含む）→昭和57年3月末まで設置の許可、又は変更の許可を受けたもの
（注2）配管→平成10年3月末までに設置の許可、又は変更の許可を受けたもの
(注3) 「適合状況の調査」とは、耐震告示に定めるレベル１地震動に対する「レベル1耐震性能」及びレ

ベル2地震動に対する「レベル2耐震性能」の評価により適合状況を判定することを意味する ただベル2地震動に対する「レベル2耐震性能」の評価により適合状況を判定することを意味する。 ただ
し、実施にあたっては、「レベル1耐震性能」を行うこととし、「レベル2耐震性能」評価の実施につ
いては地盤変状（液状化）に対する評価を含めて事業者判断とする。

（注4）耐震性能調査が重複となる。（同じ内容の調査費用をこの2つの補助金事業に対して重複申請はで
きない）
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きない）
（注5）設備補強が補助内容であり基礎改修に伴い貯槽を新設する場合の貯槽は対象外


